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研究成果の概要（和文）：本研究は,取引関係にある複数企業の間（組織間）で利用あるいは共有される会計情報の利
用実態を明らかにし,それが組織内外の管理会計実践に与える影響を解明することを目的として実施している。本研究
では、主に、サプライチェーンマネジメントや組織間のコストマネジメントなどを対象に３つの調査対象企業において
フィールド調査を実施した。フィールド調査結果からは，組織間協働において会計情報の共有および利用を促進するた
めの要因および組織間の境界連結者の会計責任のあり方についての重要性を指摘した。

研究成果の概要（英文）：This research aims to describe how accounting information is used and share for 
inter-organizational collaboration. We’ve conducted field studies with three types of 
inter-organizational relationships. From these field studies, we can indicate that the importance of the 
accountability held in boundary spanners, and the factors of facilitating the inter-organizational 
collaboration.

研究分野：管理会計

キーワード： 管理会計　組織間管理会計　組織間コントロール　バイヤーサプライヤー関係　企業間関係　サプライ
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１．研究開始当初の背景 
 
 製造のグローバル化やサプライチェーン
の複雑化が進む中で組織間における相互依
存性はますます増加している。2011年の東
日本大震災やタイの洪水災害はサプライチ
ェーンの断絶をもたらし，組織間の情報連
携の脆弱性を露呈するとともに，現代企業
間の相互依存性の高さを再認識することと
なった。組織間における相互依存性の管理
体制のあり方を再検討することは，被災企
業に限らず，現代企業の喫緊の課題となっ
ている。 
 他方，既存の組織間管理会計研究は，複
数の組織間に介在する相互依存性を管理す
るための会計情報の意義や役割を議論して
発展してきた。このような組織間関係を分
析対象とする管理会計研究（組織間管理会
計研究）は，過去20数年間の間に多くの研
究成果を蓄積し，既存研究の多くは，組織
間における管理会計システムの統治構造の
議論に主眼を置いてきた。 
 しかし，組織間の統治構造を問題とする
だけでなく，組織を隔てたマネジメント・
コントロールプロセス全体の中で管理会計
情報がどのように利用されているのかにつ
いての経験的研究が必要である。組織間の
オープンブック会計やTCO,価値連鎖分析な
どプロセスに着目したいくつかの個別ケー
スも，規範的議論が主であり，会計情報を
どのように利用しているかといった経験的
な知見は断片的である。そして，組織間取
引と組織内部の活動は一連のマネジメント
プロセスの中で理解されるべきであるにも
かかわらず，両者の議論は分断されている
。そのため，従来の組織内部での管理会計
の知見を組織間管理会計研究に十分に活か
し切れていないという研究課題が残されて
いる。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は,取引関係にある複数企業の間
（組織間）で利用あるいは共有される会計
情報の利用実態を明らかにし,それが組織
内外の管理会計実践に与える影響を解明す
ることを目的として実施する。 
 従来の既存研究は，組織間取引のみを分
析範囲とすることが多く，組織間の管理会
計実践と組織内部の問題から考察した経験
的研究は，筆者の知る限り多くはない。い
くつかの既存研究において，その重要性が
指摘されるに留まっているのが現状である
。 

 そこで，本研究では,取引関係にある複数
企業の間（組織間）で利用あるいは共有さ
れる会計情報の利用実態に注目し，フィー
ルド調査を中心にその実態解明を行いたい
。具体的には，主にフィールド調査に基づ
き，単一組織の枠を超えた会計情報の共有
と利用実態について，記述的研究を行い，
会計情報の利用の促進・阻害要因について
の分析と検討を行う。 
 フィールド調査においては，組織の境界
において会計情報がどのように利用されて
いるか，その利用実態が考察の対象となる
とともに，前述のように組織内および組織
間の管理会計実践を有機的に結びつけるこ
とが可能になると考えられる。また，組織
の境界で実践される会計情報の連携は，組
織間取引に対して機能するだけでなく，組
織内部の管理会計実践にとっても影響があ
ると考えられる。しかし，この点も既存研
究において充分な知見が蓄積されていると
はいえず，本研究は，こうした問題意識に
基づき既存研究の限界を克服し，組織間管
理会計研究の新たな局面を展開することを
目指している。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究の研究方法としては，ケース研究
のためのフィールド調査を中心に行った。
フィールド調査の他には，必要に応じて関
連する既存研究の文献レビューを実施する
とともに，組織間取引についての基礎デー
タとしてサプライチェーンにおける部品取
引のデータベースの整理を行った。 
 研究方法の具体的な内容としては，本研
究では，複数組織の間でなされる会計情報
の利用動態が議論の焦点となるために観察
およびインタビューによる方法を主に採用
した。調査対象のインタビュー候補先は，
主に製造業における，設計開発部門，製造
部門，物流部門等を中心的な訪問先として
当初予定していたように，本研究では実際
に次の３つの調査対象企業でのフィールド
調査およびデータの分析を実施した。 
 （１）第一の組織間関係は，サプライチ
ェーンを構築するロジスティクス企業のメ
ーカーおよびその顧客（いずれも匿名）で
ある。研究知見の頑健性および整合性を保
つ工夫として，焦点企業としてのロジステ
ィクス企業と，その取引関係にある顧客企
業の双方からのフィールド調査を行うとい
うアプローチ方法を採用した。 
 （２）第二の調査対象はオムロン株式会



社である。同社におけるフィールド調査で
は，焦点企業である同社（メーカー）を中
心にインタビューをおこなったが，①組織
を隔てた情報の利用実態についての聞き取
りを行うこと，②情報の利用実態だけでな
く，当時の組織構造に着目すること，③東
日本大震災前後での対応状況とその後の事
業経営への影響を含めてヒアリングするこ
となどを特徴とする方法を採った。 
 （３）第三の調査対象は，水平的な組織
間関係としての合弁事業（Z社）である。同
社はX社とY社がそれぞれ50%の資本を拠
出して設立した化学業界の合弁事業会社で
ある。その事業内容は，石油化学の産業財
の開発・製造・販売であり，顧客は輸送用
機器から住宅用機器に至るまで多岐に渡っ
ている。この合弁事業を経営するZ社とその
両親会社（X社・Y社）の間で流れる会計情
報の利用実態およびそれぞれの管理会計シ
ステムが分析対象となった。 
 
４．研究成果 
 
本研究は,取引関係にある複数企業の間
（組織間）で利用あるいは共有される会計
情報の利用実態を明らかにし,それが組織
内外の管理会計実践に与える影響を解明す
ることを目的として実施している。本研究
では，主に，サプライチェーンマネジメン
トや組織間のコストマネジメント）などを
対象にフィールド調査を実施した。その主
な研究実績は，以下の通りである。 
 
（１）第一に，サプライチェーンを構成
するロジスティクス企業のメーカー・顧客
間の協働による設備投資の計画策定と実行
フェーズにおける会計情報の利用および共
有について記述的なフィールド調査を実施
した。 
本研究では，組織間においてどのような
設備投資を実施するかの計画策定およびそ
の実行プロセスにおける活動基準原価情報
の利用について実態を調査した。災害から
の復興プロセスにおいて，同社は顧客Xとの
関係特殊的な設備投資を実施したが，本投
資の計画策定プロセスとその実施における
，顧客接点となる同社の境界連結者が顧客X
に対する対話や交渉が活発に行われ，従来
の取引関係に比べ，より協調的な取引関係
へと発展していることが明らかとなった。
また，顧客Xとの間の対話の特徴は，会計情
報の共有・利用にもみられ，とりわけ調査
対象企業から顧客Xに対する必要設備やそ

のレイアウトの説明およびその根拠資料と
して，活動基準原価計算に基づくコスト情
報が利用され，両者の合意形成を促進する
要素となったことが明らかとなった。本調
査結果からは，調査対象企業とその顧客と
の取引における対話や交渉において，境界
連結者が扱う会計情報の利用実態が明らか
にされるとともに，組織境界における会計
情報が重要な役割を果たしたことが明らか
となった。 
 
（２）第二に，組織間協働および組織間
における会計情報の利用の背後にある要因
について探索的な検討を行った。具体的に
は，オムロン株式会社へのインタビュー調
査を実施し，同社のサプライチェーンにお
ける調達リスク対応について以下の点から
考察した。第一に，サプライチェーンにお
ける調達リスクをいかに測定・評価し，ど
のような情報を事業意思決定に利用したの
か，そのプロセスを記述した。同社は，震
災後，比較的長期にわたり欠品となり，全
社的に影響の大きいと想定される部品群を
「クリティカル部品」と定義し，その安定
供給に努めた。その際，部品の調達リスク
と製品（事業）の優先順位から事業意思決
定を行ったことが明らかとなった。調達リ
スクを測定・評価するだけでなく，部品と
製品を突合したデータベースの構築がリス
ク情報に基づいた事業意思決定に果たす役
割についても明らかになった。 
 第二に，高まるリスクに対して，どのよ
うな組織設計と意思決定サポートツールが
有用であったのかを検討した。その結果，
震災直後の部品調達活動においては，部門
横断的組織であるGPI（グローバルプロセ
ス革新本部）に大幅な権限を与えることに
よって，カンパニー間の相互依存関係を円
滑に調整することに成功したことが明らか
となった。GPIは，従来は事業部門である
ビジネスカンパニーのサポート的役割を担
ってきた組織であるが，事業部門に横串を
さす同部門への権限移譲と利益責任の与え
方を工夫することによって，不確実性を増
すサプライチェーンの柔軟な対応を可能に
したと言えよう。最後に，震災時における
こうした取り組みが，以降の調達リスク対
応，および部品調達戦略と製品開発マネジ
メントにどのような影響を及ぼしたのかを
考察した。 
 
 
（３）上記の（１）（２）は，いわゆる



垂直的な組織間関係を分析対象としていた
が，水平的な組織間関係にも着目し，競合
企業同士の合弁事業を分析対象とした経験
的研究を実施した。これが研究実績の3点目
である。ここでは，合弁事業を設立する２
つの親会社（X社とY社）の対等な資本拠出
による合弁事業（Z社）の事例に関する分析
を実施した。 
親会社であるX社とY社はともに化学業
界では国内有数のメーカーであり，業界内
では激しい市場シェア争いを繰り広げてい
る。２社は経営管理システムの仕組みが異
なる。X社はミニ・プロフィットセンターを
採用しており利益責任意識の強い会社であ
る。一方，Y社は標準原価管理にもとづく原
価低減意識の強い会社である。Z社は，両親
会社の経理部門に対して他の子会社同様の
定期的な財務報告を行っている。X社とY社
には異なる組織文化やマネジメント技法が
存在していることもあり，無理な統合を避
け，Z社の経営トップを中心に，各社の事情
を踏まえて調整が行なわれている。すなわ
ち，相互依存性とタスク複雑性から生じる
調整の必要性をZ社内における組織内のコ
ントロール活動によって巧みに吸収してい
る。このような統治構造および組織内・組
織間コントロールによって，組織間の相互
依存性から生じる問題をできる限り最小限
にとどめ，あくまで各工場の独自性を尊重
した分業体制を維持しながらも，当初目的
である合弁事業によるメリットを享受して
いることが調査から明らかとなった。X社と
Y社それぞれの親会社とX社の境界をつな
ぐ会計担当者の役割の重要性を指摘するこ
とができよう。また，実際に，各工場にお
ける製造や品質管理に関わる管理指標は互
いに比較し，相手からさまざまな技術を学
ぶといった組織学習も促進されていること
が確認された。 
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